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地域ぐるみの防災体制を
みんなで協力

地域ぐるみの防災体制を
みんなで協力

国
保
税
の
課
税
限
度
額

４
万
円
増
額
し
最
高
77
万
円

　

地
方
税
法
施
行
令
の
改
正
に
伴

い
、
国
民
健
康
保
険
税
の
各
課
税

限
度
額
を
左
記
の
と
お
り
４
月
１

日
か
ら
施
行
す
る
た
め
専
決
処
分

を
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
税
率
、
均
等
割
額
等
に

つ
い
て
は
平
成
22
年
度
と
同
じ
で

す
。

課
税
限
度
額

　

医
療
給
付
費
分50

万
円
↓
51
万
円

　

後
期
高
齢
支
援
金
分

13
万
円
↓
14
万
円

　

介
護
給
付
金
分10

万
円
↓
12
万
円

　

平
成
23
年
第
３
回
議
会
定
例
会
が
６
月
22
日
か
ら
24
日
ま
で
の
３
日
間
の
会
期
で
開
催
さ
れ

ま
し
た
。

　

こ
の
本
会
議
で
は
、
町
長
提
出
の
条
例
、
予
算
な
ど
８
議
案
が
原
案
ど
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
議
員
提
出
の
規
則
、
意
見
書
の
可
決
と
６
議
員
に
よ
る
一
般
質
問
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る

町
条
例
を
整
備

　

被
災
者
等
の
「
雑
損
控
除
等
の

特
例
・
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額

控
除
の
適
用
期
限
の
特
例
・
固
定

資
産
の
特
例
の
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
が
す
べ
き
申
告
等
」
の

条
例
を
制
定
し
ま
し
た
。

出
産
育
児
一
時
金
39
万
円
を

恒
久
化
に

　

健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
改
正

に
伴
い
、
国
民
健
康
保
険
の
出
産

育
児
一
時
金
39
万
円
の
暫
定
措
置

を
４
月
１
日
か
ら
恒
久
化
に
す
る

た
め
専
決
処
分
を
し
ま
し
た
。

平成23年
第３回 定例会

小
型
動
力
ポ
ン
プ
付
積
載
車

購
入
の
契
約
締
結

契
約
方
法　

指
名
競
争
入
札

契
約
金
額　

９
９
７
万
５
千
円

納　
　

期　

本
契
約
締
結
の
日
か

　
　
　
　
　

ら
平
成
23
年
12
月
16

　
　
　
　
　

日
ま
で

契 

約 

者　

㈱
ウ
ス
イ
消
防

傍
聴
席
で
撮
影
・
録
音
の
禁
止

　

傍
聴
人
規
則
で
、
明
確
で
は
な

か
っ
た
傍
聴
席
か
ら
の
写
真
、
映

像
等
の
撮
影
・
録
音
等
は
原
則
と

し
て
い
け
な
い
こ
と
を
決
め
ま
し

た
。

明
治
24
年
10
月
28
日
の
濃
尾
大
震
災
で

壊
滅
状
態
と
な
っ
た
北
方
町
商
店
街
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補
正
予
算

○一般会計補正予算（第１号）
　歳入歳出予算の総額にそれぞれ4,550万円を追加し、51億9,550万円としました。
主な歳出補正

・児童虐待防止対策強化事業（消耗品、備品購入） 751万円
・防災備蓄倉庫補充物品（消耗品、備品購入） 796万円
・緊急雇用創出特別対策事業 1,602万円
・農業用パイプライン漏水修繕 120万円
・公共用地取得基金積立金 809万円

児童虐待防止対策強化の広報啓発

防災備蓄倉庫に資機材補充（給水用ポリ袋、飲料水、非常用発電機、投光器など）

○後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
　歳入歳出予算の総額にそれぞれ54万円を追加し、１億4,572万円としました。
歳出補正
・健診費用等委託料 54万円

すこやか健診の受診増加

財　源
・後期高齢者医療広域連合支出金 45万円
・繰入金 ９万円

主な財源
・県支出金 2,366万円
・財産収入 809万円
・繰越金 1,301万円

審　議　案　件 鈴木 安藤 廣瀬 福井 立川 戸部 井野議長 日比 田中
監査委員の選任同意 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

教育委員会委員の任命同意 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

専決処分の承認を求める（国民健康保険条例の一部改正） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

専決処分の承認を求める（国民健康保険税条例の一部改正） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― × ○

町税条例の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

物品売買契約の締結 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

平成23年度一般会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

平成23年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

議会傍聴人規則の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

農業委員会委員の推薦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

東日本大震災に関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○

議案の審議結果（○…賛成　×…反対）

監
査
委
員
に
森
敏
幸
氏
を

再
任

　

監
査
委
員
の
任
期
満
了
に
伴

い
、
引
き
続
き
森
敏
幸
氏
（
リ

バ
テ
ィ
北
方
）
の
選
任
に
同
意

し
ま
し
た
。
任
期
は
４
年
間
で

す
。教

育
委
員
に
中
山
敦
氏
を

任
命
同
意

　

空
席
と
な
っ
て
い
た
教
育
委

員
会
委
員
に
、
中
山
敦
氏
（
朝

日
町
）
の
任
命
に
同
意
し
ま
し

た
。
任
期
は
前
任
者
の
残
任
期

間（
平
成
24
年
10
月
23
日
）で
す
。

農
業
委
員
に
豊
田
良
吉
氏
を

再
任

　

農
業
委
員
会
の
任
期
満
了
に

伴
い
、
町
長
か
ら
の
議
会
推
薦

の
依
頼
で
、
引
き
続
き
豊
田
良

吉
氏
（
高
屋
）
を
推
薦
し
ま
し

た
。
任
期
は
３
年
間
で
す
。
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配
布
し
て
啓
発
活
動
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
今
年
度

は
５
月
14
日
に
全
職
員
が
自
転

車
と
徒
歩
に
よ
る
緊
急
招
集
訓

練
を
行
い
、
非
常
体
制
の
確
認

や
防
災
備
蓄
倉
庫
の
整
備
を
行

い
、
非
常
時
に
備
え
て
い
ま
す
。

　

庁
舎
が
使
用
不
能
と
な
っ
た

場
合
は
、
北
方
中
学
校
校
内
に

災
害
対
策
本
部
が
設
け
ら
れ
ま

す
。

　

防
災
無
線
に
つ
い
て
は
、
万

が
一
の
た
め
に
可
搬
型
の
非
常

用
親
局
設
備
が
あ
り
、
緊
急
時

に
情
報
発
信
を
行
え
る
よ
う
設

備
し
て
い
ま
す
。

水
道
管
の
耐
震
管
普
及
率
、

上
下
水
道
の
設
備
対
策
は
。

ま
た
、
供
給
停
止
、
使
用
不
能

戸
数
の
想
定
は
し
て
い
る
か
。

答　
上
下
水
道
課
長

　

現
在
、
耐
震
管
の
普
及
率
は

０
・
８
２
％
で
、
計
画
的
に
老

朽
管
を
耐
震
管
に
切
り
替
え
る

予
定
で
す
。

　

仮
に
震
度
６
強
の
直
下
型
地

震
が
発
生
し
、
地
下
水
の
取
水

が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
で
も
、

町
民
１
万
８
千
人
の
飲
料
水
５

日
間
は
確
保
で
き
る
見
込
み
で
す
。

他
市
町
と
の
災
害
時
の
相

互
応
援
協
定
の
締
結
の
考

え
は
。

答　
総
務
課
長

　

今
回
の
災
害
を
想
定
し
、
災

害
規
模
に
応
じ
、
遠
隔
自
治
体

と
の
総
合
協
定
を
視
野
に
入
れ

検
討
し
ま
す
。

洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

抜
本
的
見
直
し
が
急
務
で

あ
る
と
思
う
が
。
ま
た
、
地
震

防
災
マ
ッ
プ
に
つ
い
て
は
。

答　
都
市
環
境
農
政
課
長

　

洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
つ

い
て
は
、
浸
水
深
が
１
メ
ー
ト

ル
を
超
え
る
エ
リ
ア
内
に
避
難

所
が
明
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
に

つ
い
て
の
説
明
不
足
等
も
あ
り
、

見
直
し
を
行
う
際
に
は
、
分
か

り
や
す
い
記
載
内
容
に
な
る
よ

う
努
め
ま
す
。

　

地
震
防
災
マ
ッ
プ
に
つ
い

て
は
、
ま
ず
各
地
震
に
応
じ
た

「
揺
れ
や
す
さ
マ
ッ
プ
」
を
作

成
し
た
上
で
、
最
終
的
に
北
方

町
内
の
字
単
位
の
「
地
域
危
険

度
マ
ッ
プ
」を
作
成
し
て
い
ま
す
。

耐
震
診
断
件
数
と
耐
震
改

修
件
数
は
。

答　
都
市
環
境
農
政
課
長

　

耐
震
診
断
件
数
は
平
成
20
年

度
８
件
、
21
年
度
４
件
、
22
年

度
12
件
で
、
ほ
と
ん
ど
の
住
宅

が
「
倒
壊
の
恐
れ
が
あ
る
」
と

の
結
果
が
出
て
い
ま
す
。
ま
た
、

耐
震
改
修
工
事
補
助
金
申
請
は
、

17
年
度
・
19
年
度
に
そ
れ
ぞ
れ

１
件
で
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
地

産
地
消
ビ
ジ
ョ
ン
を
町
民

と
と
も
に
考
え
、
協
働
し
て
構

築
す
る
考
え
は
。

要
援
護
者
の
避
難
支
援
計

画
の
整
備
は
。

総
務
課
長

　

先
に
要
援
護
者
台
帳
及
び
要

援
護
者
マ
ッ
プ
を
整
備
し
、
昨

年
10
月
に
「
北
方
町
避
難
支
援

プ
ラ
ン
」
を
整
備
し
ま
し
た
。

大
規
模
地
震
発
生
後
５
日

間
の
初
動
体
制
と
庁
舎
・

防
災
無
線
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体

制
は
。総

務
課
長

　

大
規
模
地
震
を
想
定
し
、
地

域
防
災
計
画
と
は
別
に
５
日
間

の
初
動
体
制
を
中
心
と
し
た
緊

急
対
策
計
画
を
策
定
し
、
町
民

の
皆
さ
ん
に
は
ど
の
よ
う
な
行

動
を
と
っ
て
い
た
だ
く
か
を
説

明
し
た
防
災
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
を 安藤浩孝議員

答答 災
害
時
の
防
災
体
制
は
万
全
か

問問

問

問 問

問 問
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総
務
課
長

　

町
在
住
者
の
方
か
ら
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
ち
上
げ
た

い
と
町
へ
協
力
要
請
が
あ
り
、

町
民
主
体
の
町
づ
く
り
を
進
め

る
北
方
町
の
施
策
と
整
合
す
る

こ
と
も
あ
り
、
側
面
よ
り
出
来

る
限
り
協
力
し
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

電
力
入
札
制
度
の
考
え
は
。

総
務
課
長

　

現
在
、発
電
送
電
の
分
離
化
が

国
で
協
議
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

こ
の
状
況
を
見
極
め
慎
重
に
検

討
し
て
い
き
た
い
と
考
え
ま
す
。

太
陽
光
発
電
な
ら
び
に
ガ

ス
な
ど
自
家
発
電
へ
の
補

助
金
制
度
の
考
え
は
。

答　
都
市
環
境
農
政
課
参
事

　

太
陽
光
発
電
設
備
に
つ
い

て
は
、
国
の
補
助
金
の
１
キ
ロ

ワ
ッ
ト
４
万
８
千
円
を
目
途
に

制
度
化
を
考
え
て
い
き
ま
す
。

災
害
時
に
円
滑
な
被
災
者

支
援
が
で
き
る
よ
う
、
総

務
省
が
無
償
配
布
し
て
い
る

「
被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム
」
を

導
入
し
て
は
ど
う
か
。

答　
総
務
課
長

　

実
際
の
利
用
に
つ
い
て
は
、

住
民
情
報
を
取
り
扱
う
こ
と
か

ら
慎
重
な
運
用
が
求
め
ら
れ
、

現
在
、
岐
阜
県
市
町
村
行
政
情

報
セ
ン
タ
ー
が
運
用
テ
ス
ト
を

行
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
試
験
結

果
が
出
来
次
第
、
有
事
に
活
用

で
き
る
よ
う
体
制
を
整
え
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

町
指
定
避
難
所
の
施
設
点

検
を
実
施
し
、
ト
イ
レ
の

洋
式
化
な
ど
弱
者
対
策
を
早
急

に
実
施
さ
れ
た
い
。

答　
総
務
課
長

　

要
援
護
者
の
た
め
の
福
祉
避

難
所
の
指
定
も
視
野
に
入
れ
、

ト
イ
レ
の
洋
式
化
、
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
な
ど
、
施
設
改
修
に
合

わ
せ
計
画
的
に
整
備
す
る
よ
う

検
討
し
ま
す
。

浜
岡
原
発
停
止
に
伴
う
今

夏
の
電
力
不
足
対
策
と
し

て
、
町
民
の
皆
さ
ん
へ
、
町
内

企
業
へ
の
節
電
対
策
の
啓
発
な

ど
重
要
だ
と
考
え
る
。
見
解
を
。

答 

総
務
課
長

　

町
の
対
応
と
し
て
は
、
５
月

中
旬
か
ら
町
職
員
に
お
い
て
は

ク
ー
ル
ビ
ズ
を
実
施
し
、
庁
舎

に
お
け
る
玄
関
ロ
ビ
ー
・
各
階

の
廊
下
の
消
灯
等
、
公
共
施
設

の
節
電
対
策
を
実
施
し
て
い
ま

す
。

　

町
民
等
へ
の
周
知
に
つ
い
て

は
、
広
報
紙
を
利
用
し
啓
発
を

進
め
る
よ
う
手
配
し
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
中
部
電
力
の
「
で

ん
き
予
報
」
の
情
報
を
共
有

し
、
一
層
の
節
電
に
努
め
る
よ

う
、
協
力
を
呼
び
掛
け
て
い
き

ま
す
。

問

問

問

答問 答

問

鈴木浩之議員

電
力
不
足
対
策
は

被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を

❶ こまめにスイッチオフ！

❷ 待機電力を削減！

❸ エアコンで節電！

❹ 冷蔵庫で節電！

❺ 照明で節電！

❻ テレビで節電！

❼ 生活スタイルを見直して節電！

家庭でできる節電、

　　❼つのポイント
（環境省）

福井裕子議員
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担
が
あ
り
ま
し
た
が
、
20
年
度

か
ら
全
額
国
の
補
助
金
等
に
よ

り
無
料
実
施
し
て
い
ま
す
。

防
災
倉
庫
の
備
品
が
不
十

分
で
は
。
ま
た
、
食
料
品

の
備
蓄
も
考
え
て
は
ど
う
か
。

答 

総
務
課
長

　

備
蓄
品
の
種
類
は
、
防
災
ハ

ン
ド
ブ
ッ
ク
掲
載
の
他
、
新
た

に
投
光
器
・
長
期
間
保
存
で
き

る
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
の
水
を
備
え

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

食
料
品
に
つ
い
て
は
、
現
在
の

計
画
で
は
農
協
や
ア
ピ
タ
と
の
協

定
に
基
づ
い
て
確
保
す
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
輸
送
路
が
壊

滅
す
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
行
政

で
の
備
蓄
も
検
討
し
て
い
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ま
す
。

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
整
備（
電
気・

上
下
水
道・ガ
ス
）の
考
え
は
。

答 

総
務
課
長

　

電
気
・
ガ
ス
会
社
と
も
施
設

の
耐
震
対
策
や
緊
急
時
の
応
援

体
制
を
含
め
た
対
策
を
進
め
ら

れ
て
い
ま
す
。
当
町
の
上
下
水

道
の
耐
震
対
策
と
し
て
は
、
老

朽
化
し
た
管
よ
り
順
次
耐
震
管

へ
の
更
新
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

本
格
的
な
耐
震
化
に
つ
い
て

は
議
会
に
も
相
談
し
な
が
ら
進

め
て
い
き
ま
す
。

公
衆
電
話
が
不
足
し
て
い

る
の
で
は
。

答 

総
務
課
長

　

総
務
省
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
制

度
に
よ
り
事
業
者
に
義
務
付
け

ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
北
方

町
５
カ
所
の
緊
急
避
難
連
絡
所

に
は
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

火
事
対
策
は
。

答 

総
務
課
長

　

消
火
栓
が
使
用
不
能
に
な
る

こ
と
を
想
定
し
、
防
火
水
槽
や

特
殊
井
戸
を
数
多
く
設
置
し
て

い
ま
す
。
こ
の
水
利
を
利
用
す
る

た
め
の
持
ち
運
び
可
能
な
可
搬

ポ
ン
プ
が
必
要
に
な
る
こ
と
か
ら
、

今
後
は
、
各
エ
リ
ア
へ
の
配
置
や

よ
り
多
く
の
人
が
操
作
で
き
る

よ
う
な
対
策
を
講
じ
て
い
き
ま
す
。

住
民
の
防
災
意
識
を
高
め

る
た
め
の
方
策
は
。

答 

総
務
課
長

　

今
年
の
防
災
訓
練
で
は
、
行
政

問

問 問

日比玲子議員

東日本大震災、
福島第一原発事故を
受けて、町の対策は

問

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減

が
難
し
い
。
町
民
に
理
解

が
得
ら
れ
る
よ
う
に
、
５
年
経

過
し
て
時
効
に
な
る
不
能
欠
損

分
を
補
て
ん
し
て
、
保
険
税
の

軽
減
を
図
っ
て
は
ど
う
か
。

答 

住
民
保
険
課
長

　

早
期
に
、
国
保
制
度
の
広
域

化
・
県
単
位
化
が
行
わ
れ
る
よ

う
国
・
県
の
動
向
を
注
視
し
、

公
的
負
担
が
増
額
さ
れ
る
こ
と

を
強
く
望
ん
で
い
ま
す
。

　

本
質
的
な
解
決
が
見
い
だ
さ

れ
な
い
場
合
は
、
町
単
独
で
の

対
応
も
検
討
せ
ざ
る
を
得
な
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

東
京
直
下
型
地
震
、東
海
・

東
南
海
・
南
海
連
動
型
の

地
震
が
危
惧
さ
れ
る
。
今
回
の

東
日
本
大
地
震
で
想
定
外
が
無

く
な
り
、
自
治
体
の
対
応
が
厳

し
く
求
め
ら
れ
る
。
北
方
町
防

災
計
画
を
ど
う
見
直
さ
れ
た
の

か
。答 

総
務
課
長

　

町
の
地
域
防
災
計
画
は
、
県

の
改
正
計
画
に
則
し
て
定
め
る

必
要
が
あ
り
、
県
の
計
画
が
10

月
を
目
途
に
見
直
し
さ
れ
る
た

め
、
町
は
そ
の
後
修
正
を
図
る

予
定
で
す
。

木
造
住
宅
の
耐
震
無
料
診

断
は
。

答 

都
市
環
境
農
政
課
参
事

　

昭
和
56
年
６
月
１
日
以
前
に

建
築
さ
れ
た
木
造
住
宅
を
対
象

に
、
平
成
15
年
度
か
ら
耐
震
診

断
・
補
強
工
事
へ
の
補
助
金
を

制
度
化
し
て
い
ま
す
。

　

耐
震
診
断
に
つ
い
て
は
、
平

成
19
年
度
ま
で
は
一
部
自
己
負

立川良一議員

問

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
を
図
る

問

問

問



67

が
主
導
で
な
く
、
今
ま
で
以
上
に

住
民
の
皆
さ
ん
が
考
え
、
自
主
的

に
行
動
で
き
る
よ
う
な
訓
練
内
容

に
す
る
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
機
会
の

中
で
啓
発
し
て
い
き
ま
す
。

耐
震
補
強
工
事
補
助
金
の

助
成
ア
ッ
プ
は
出
来
な
い

か
。答 

都
市
環
境
農
政
課
参
事

　

国
の
耐
震
基
準
等
が
見
直
し

さ
れ
た
場
合
に
、
町
単
独
助
成

に
つ
い
て
前
向
き
に
検
討
し
ま
す
。

再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
は
。

答 

都
市
環
境
農
政
課
参
事

　

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
の
活

用
が
本
町
に
則
し
た
対
策
で
あ

る
と
考
え
、
１
キ
ロ
ワ
ッ
ト
当

た
り
４
万
８
千
円
を
目
途
に
助

成
す
る
こ
と
を
考
え
て
い
ま
す
。

放
射
線
量
調
査
と
線
量
計

の
購
入
を
。

答 

総
務
課
長

　

今
後
の
備
え
と
し
て
購
入
の

検
討
を
し
ま
す
。

原
発
に
対
す
る
考
え
は
。

答 

町
長

　

今
回
の
事
故
が
起
き
る
ま
で

原
発
に
対
し
て
そ
れ
ほ
ど
の
危
機

感
を
持
っ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
が
、

現
実
の
事
故
に
直
面
し
ま
す
と
、

も
は
や
原
発
推
進
と
い
う
選
択
肢

は
あ
り
得
な
い
と
思
い
ま
す
。

小
中
学
校
の
防
災
教
育
は
ど

の
よ
う
に
な
さ
れ
て
い
る
か
。

ま
た
、
社
会
科
の
原
子
力
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
副
読
本
の
取
り
扱
い
は
。

答 

教
育
長

　

地
震
・
火
災
を
想
定
し
た
避

難
訓
練
を
年
３
回
実
施
し
て
い

ま
す
が
、
今
後
は
総
合
的
な
学

び
の
場
を
設
け
る
こ
と
も
視
野

に
入
れ
、
い
っ
そ
う
防
災
教
育

を
充
実
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

　

原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
副
読

本
の
取
り
扱
い
は
、
今
日
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
問
題
の
一
つ
と
考
え
、

「
水
力
・
火
力
及
び
太
陽
光
な

ど
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
の
一
環

で
と
ら
え
て
指
導
し
て
い
ま
す
。

乳
幼
児
医
療
費
を
中
学
校

卒
業
ま
で
無
料
に
。

答 

町
長

　

住
民
か
ら
の
要
求
は
、
政

策
の
素
材
と
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
と
思
い
ま
す
が
、
要
求
そ

の
も
の
を
政
策
に
す
る
と
「
な

ん
で
も
行
政
に
や
っ
て
も
ら
え

ば
い
い
」
と
な
り
、
行
政
が
受

け
持
つ
範
囲
と
個
人
が
責
任
を

持
つ
範
囲
と
が
極
め
て
曖
昧
に

な
っ
て
き
ま
す
。

　

住
民
要
求
イ
コ
ー
ル
政
策
で

は
な
い
と
思
い
ま
す
。

核
兵
器
の
な
い
平
和
な
世

界
を
実
現
す
る
た
め
に
平

和
宣
言
を
さ
れ
た
い
。

答 

町
長

　

核
兵
器
の
な
い
平
和
を
願
う

気
持
ち
を
、
行
政
と
議
会
が
一

体
と
な
っ
て
ア
ピ
ー
ル
し
た
い

と
思
い
ま
す
。

耐
震
診
断
、
耐
震
改
修
工

事
の
補
助
金
枠
拡
大
の
考

え
と
改
修
を
必
要
と
す
る
家
屋

へ
の
調
査
、
指
導
、
相
談
等
の

現
状
は
。

答 

都
市
環
境
農
政
課
参
事

　

耐
震
診
断
費
用
は
無
料
で
す

が
、
改
修
工
事
費
の
補
助
に
つ

い
て
は
、
現
在
、
町
単
独
助
成

は
制
度
化
し
て
い
ま
せ
ん
。
今

後
、
国
の
耐
震
基
準
の
見
直
し

が
な
さ
れ
た
場
合
に
は
検
討
し

ま
す
。
耐
震
工
事
費
に
加
え
他

の
改
修
工
事
費
も
か
さ
み
、
補

助
申
請
が
少
な
い
の
が
現
状
で
す
。

　

平
成
20
年
の
住
宅
・
土
地
統

計
調
査
で
、
昭
和
56
年
度
以
前

に
建
築
さ
れ
た
木
造
住
宅
は
約

９
９
０
戸
と
な
っ
て
お
り
、
今

後
、
こ
の
住
宅
を
対
象
に
耐
震

化
の
啓
発
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
災
害
対

策
で
は
水
の
導
線
、
パ
イ

プ
ラ
イ
ン
の
耐
震
化
が
望
ま
れ

る
。
老
朽
化
し
た
水
道
管
は
耐

震
管
へ
の
更
新
が
必
要
。
整
備

を
計
画
的
に
取
り
組
む
べ
き
で
は
。

答 

上
下
水
道
課
長

　

口
径
２
０
０
ミ
リ
以
上
の
管

を
耐
震
管
に
変
え
た
場
合
、
試

算
で
約
５
億
７
千
万
円
と
多
額

の
投
資
が
必
要
な
た
め
、
財
政

状
況
・
財
政
計
画
に
合
わ
せ
耐

震
化
を
図
り
ま
す
。

災
害
弱
者
、
特
に
高
齢
者

の
非
常
時
の
避
難
、
救
援

体
制
の
実
現
に
は
ご
近
所
の
協

力
と
定
期
的
な
防
災
点
検
や
役

割
の
分
担
で
地
域
の
自
主
防
災

も
確
立
さ
れ
る
。現
状
と
方
針
は
。

答 

福
祉
健
康
課
長

　

平
成
12
年
度
か
ら
要
援
護
者

台
帳
の
整
備
を
実
施
し
、
岐
阜

県
の
Ｇ
Ｉ
Ｓ
を
利
用
し
て
北
方

町
の
マ
ッ
プ
上
に
要
援
護
者
を

登
載
し
、
災
害
弱
者
マ
ッ
プ
も

問

問

問

問

問

問

問

問

戸部哲哉議員

地
震
に
強
い
町
づ
く
り
を

問

問
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整
備
し
て
い
ま
す
。

　

自
治
会
組
織
・
消
防
団
・
民

生
委
員
を
含
む
社
会
福
祉
関
係

者
等
と
連
携
し
、
避
難
誘
導
の

手
段
や
経
路
等
、
平
常
時
か
ら

自
ら
確
認
す
る
事
や
防
災
訓
練

を
通
し
て
、
住
民
意
識
の
向
上

を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

教
育
施
設
等
は
避
難
所

と
し
て
の
役
割
も
担
う
。

地
震
発
生
時
に
は
窓
ガ
ラ
ス
や

家
具
、
備
品
類
も
凶
器
と
な
る

恐
れ
が
あ
る
。
対
策
を
講
じ
ら

れ
た
い
。

答 

教
育
長

　

教
室
内
に
設
置
し
て
あ
る
備

品
類
の
転
倒
防
止
措
置
等
に
つ

い
て
は
早
急
に
対
応
し
、北
小
・

西
小
の
窓
ガ
ラ
ス
に
つ
い
て
は

普
通
ガ
ラ
ス
仕
様
と
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
何
ら
か
の
安
全
対

策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
仮
に
、
北
小
の
全
教
室
に

安
全
フ
ィ
ル
ム
を
張
る
試
算
を

し
ま
す
と
８
０
０
万
円
ほ
ど
か

か
り
ま
す
か
ら
、
予
算
が
伴
う

も
の
に
つ
い
て
は
、
計
画
的
に

改
善
を
図
り
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

住
宅
用
火
災
報
知
器
は

今
年
６
月
１
日
に
完
全

義
務
化
さ
れ
た
。
未
設
置
家
屋

へ
の
指
導
、
啓
発
の
強
化
が
必

要
で
は
。

答 

総
務
課
長

　

普
及
率
は
本
巣
消
防
事
務
組

合
管
内
に
お
い
て
の
推
計
値
で
、

平
成
22
年
12
月
現
在
38
・
9
％
、

23
年
５
月
現
在
68
％
で
す
。

　

昨
年
度
は
高
齢
者
の
み
世

帯
・
独
居
老
人
世
帯
の
２
０
４

世
帯
を
対
象
に
消
防
団
の
協
力

を
得
て
火
災
報
知
器
を
設
置
し
、

こ
れ
ま
で
も
自
治
会
総
会
や
女

性
防
火
ク
ラ
ブ
の
研
修
会
に
お

い
て
啓
発
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
引
き
続
き
本
巣
消

防
と
協
力
し
な
が
ら
、
あ
ら
ゆ

る
手
段
で
啓
発
に
努
め
ま
す
。

問

問

住宅用火災報知器を設置

　議員発議として「東日本大震災に関する意見書」が提案され、全員賛成にて可決し、内
閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣に提出しました。
　被災者の立場を最優先課題として、大震災の復旧・復興に向け、諸問題の解決を早急に
対応すべき、下記の事項について強く要望しました。

１．公債発行特例法案は、第２次補正予算案同様、東日本大震災による被災者救済に欠くこ
との出来ない法案であり、速やかに法案の成立を目指すこと。

２．原子力損害賠償支援機構法案については、原発事故による農作物・酪農農家等風評被害
による損失は極めて甚大であることから、生活保護・生活再建に欠くことのできない案
件であり、適時に適応できるよう法案の成立を図ること。

３．原子力災害への対応は初動体制の遅れが原因であり、爆発事故もその一因である。国は
原発に対して危機管理の強化を図るとともに、作業には万全を期して事態の早期収束に
取り組むこと。

４．被災者住民の健康被害は計り知れない。被災者救援の強化として、医師、看護師等、医
療に対し提供体制を整え、高齢者や弱者の支援に万全を期すること。

５．福島県の原発事故による放射能汚染は予測が付かない、半径 30 キロに及ぶ広範囲である。
　　チェルノブイリ原発事故も、25 年を経た今なお放射性物質が放出され続けている為、大
規模な飛散防止対策の工事が続けられている。

　　原発周辺での生活は危険である。住民の集団移転を促すべきである。「防災集団移転促進
事業」制度を適用し、生活再建が計れるよう、国と東京電力は責任を持って補償すべき
である。

６．住民生活に欠くことの出来ない、ライフラインの早期復旧、電気、ガス、上下水道に加え、
道路、橋梁等、公共交通機関の早期復旧を図るとともに、地域経済の復興に最大の支援
をおこなうこと。

東日本大震災に関する意見書を可決東日本大震災に関する意見書を可決
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特集「議会改革」

議会改革を進めています
　北方町議会は、議会の権能強化、運営の改善等を検討するため、議会基本条例に
基づき「議会改革推進委員会」を設置（平成22年３月）しました。

なぜ今、議会改革か？
　国の指針に基づき全国の自治体が一様に動く中央集権体制から、それぞれの自治体が自分で
考え、自分の責任で物事を進める地方分権の時代になると、中央からの指示待ちや前年踏襲的
な議会運営をしていたのでは他の市町との競争に勝ち残っていけません。
　議会は、ある時は行政と競い合い、ある時は行政と協力し合って、北方町にとって最も良い
結論に導いていく責任があり、その達成では、町民の意思が町政に十分反映できる住民本位の
議会運営にしていくことが求められています。

北方町議会が進める議会改革　～これまでの主な改革内容～
■議員定数を削減
◉議員定数の推移（年月は選挙執行）
　昭和 58 年９月　16人
　平成 15年９月　13人
　平成 19年９月　10人
■費用弁償の廃止
◉議会、委員会の費用弁償日額4,000円を廃止
　しました。
　（平成 16年 12月議会定例会で条例改正）
◉議員の定期研修を廃止しました。
■情報を積極的に公表
◉議会の会議録、議会だより、議会基本条例をホームページで公開しています。
　（平成 20年３月から公開）
◉議案に対する各議員の賛否を議会だよりで公開しています。
　（平成 22年６月議会定例会から公開）
■議会基本条例の制定
◉議会の行政監視機能を充実させるとともに、町の将来像や課題に対し、町民の意思を的確に
反映できる議会を確立するため、議会の運営及び議員活動の基本的事項を定めた議会基本条
例を定め、これに基づいた議会運営を進めています。

　（平成 21年 12月議会定例会で制定）
■議会報告会の開催
◉議会のもつ情報公開と説明責任を果たすこと、町民の意見交換を兼ねて、町政に反映させる
ため、町民に対する議会報告会を年１回開催しています。

　（平成 22年 11月５日に開催）
■委員会活動の活発化
◉行政が抱える懸案事項や政策について、議員間での議論を深めるため、自由討議の場を設け
ます。

◉行政が進める政策が町民の意思に反していないのかを、行政及び議会でチェックする機能を
強化します。

昨年の議会報告会




